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受診団体数 受診者数
判定区分

法
定
項
目

行
政
指
導
項
目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

受 診 者 数 16,696 14,915 15,549 18,688 19,539

【年次推移】

　特殊健康診断は、特定の有害業務に従事する労働者を対象に、労働安全衛生法及びじん肺法

に基づき実施が義務づけられている検査項目を基本としている。

1 概　　要

　有害作業因子による健康被害（職業病）の早期発見と対処

1] 目　　的

　労働安全衛生法及びじん肺法に基づく検査項目を基本に実施

2] 健診内容

　判定区分は「所見あり」「所見なし」の2区分とした。
　「所見あり」には既往歴あり、自他覚症状あり、検査所見が含まれる。
　最終判定は、事業場の産業医等が作業環境等を含めて総合的に判断する。

3] 判定方法

4 特殊健康診断

2 実施状況

異常認めず 要  指  導 要  精  検

音響的骨評価値 男 2.630以上 2.351～2.629 2.351未満

（×10⁶） 女 2.428以上 2.158～2.427 2.158未満

受診者数

19歳以下 1 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

20～24歳 6 4 (66.7) 1 (16.7) 1 (16.7)

25～29歳 3 3 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

30～34歳 10 6 (60.0) 3 (30.0) 1 (10.0)

35～39歳 4 3 (75.0) 1 (25.0) 0 (0.0)

男 40～44歳 6 4 (66.7) 1 (16.7) 1 (16.7)

45～49歳 7 3 (42.9) 2 (28.6) 2 (28.6)

50～54歳 12 10 (83.3) 0 (0.0) 2 (16.7)

55～59歳 12 2 (16.7) 3 (25.0) 7 (58.3)

60歳以上 33 9 (27.3) 16 (48.5) 8 (24.2)

計 94 45 (47.9) 27 (28.7) 22 (23.4)

19歳以下 1 1       (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

20～24歳 8 8 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

25～29歳 17 17 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

30～34歳 9 7 (77.8) 2 (22.2) 0 (0.0)

35～39歳 8 8 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

女 40～44歳 26 21 (80.8) 5 (19.2) 0 (0.0)

45～49歳 33 29 (87.9) 3 (9.1) 1 (3.0)

50～54歳 54 34 (63.0) 20 (37.0) 0 (0.0)

55～59歳 74 36 (48.6) 29 (39.2) 9 (12.2)

60歳以上 187 53 (28.3) 95 (50.8) 39 (20.9)

計 417 214 (51.3) 154 (36.9) 49 (11.8)

511 259 (50.7) 181 (35.4) 71 (13.9)

異常認めず(％) 要  指  導(％) 要  精  検(％)

総　　数

【年次推移】

2 実施状況

　定量的超音波測定法（QUS）により踵骨を測定した。

1 概　　要

1] 検査方法

5 骨粗しょう症検診

2] 判定基準

表1 性・年齢階級別判定内訳

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

受 診 者 数 333 336 385 511 511

14.7 19.6 16.4 13.1 13.9要 精 検 率（％）
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